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主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

平成24年12月14日付けで、当社の主要株主である筆頭株主に異動がありましたので、下記のとおりお

知らせいたします。 

 

記 

 

１．異動が生じた経緯 

当社の株主である全日本空輸株式会社より、平成24年12月14日付けで大量保有報告書を関東財務局

に提出した旨の報告を受けたことによります。 

 

２．異動年月日 

平成24年12月14日 

 

３．異動した株主の概要 

 （１）主要株主に該当しなくなった株主の概要 

（１） 名 称 ディーシーエム・フォー・エルピー（DCM IV, L.P.） 

（２） 本 店 所 在 地 アメリカ合衆国カリフォルニア州メンローパーク市サンドヒルロ

ード2420スイート200（2420 Sand Hill Road, Suite 200,Menlo Park, 

CA, U.S.A） 

（３） 代 表 者 ディーシーエム・フォー・エルピー（DCM IV, L.P.）の業務執行

組合員であるディーシーエム・インベストメント・マネジメント・

フォー・エルピー（DCM Investment Management IV, L.P.）の業務執
行組合員としてのディーシーエム・インターナショナル・フォー・

リミテッド（DCM INTERNATIONAL IV, LTD.） 
アシスタント・セクレタリー 

マシューC.ボナー（Matthew C. Bonner） 

（４） 主な事業内容 投資業 

（５） 上場会社と当

該株主の関係 

資本関係 当社株式475,918株を所有しておりましたが、平

成24年12月14日付けで株式譲渡されております。 

人的関係 当社社外取締役１名を受入れておりましたが、平

成24年12月14日付けで辞任いたしました。 

取引関係 特筆すべき取引関係はありません。 

 

 



 

（２）新たに主要株主として筆頭株主となった株主の概要 

（１） 名 称 全日本空輸株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都港区東新橋一丁目５番２号 

（３） 代 表 者 代表取締役社長 伊東 信一郎 

（４） 主な事業内容 定期航空運送事業 

（５） 上場会社と当

該株主の関係 

資本関係 平成24年12月14日付けで当社株式514,700株を所

有しております。 

人的関係 特筆すべき人的関係はありません。 

取引関係 当社は、販売関連業務、地上取扱業務、情報シス

テム利用及び技術支援・要員支援等の航空運送事

業に係る業務について、全日本空輸株式会社に業

務委託を行っております。また、全日本空輸株式

会社とは、コードシェア協力契約書及び予約販売

業務請負契約書を締結し、当該契約内容に沿った

営業上の取引があります。 

 

４．当該株主の議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

（１）ディーシーエム・フォー・エルピー（DCM IV, L.P.） 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 

大株主順位 

異動前 

（平成24年９月30日現在） 

4,759個 

（475,918株） 
16.61％ 第１位 

異動後 ― ― ― 

（２）全日本空輸株式会社 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 

大株主順位 

異動前 

（平成24年９月30日現在） 

266個 

（26,680株） 
0.93％ 第18位 

異動後 
5,147個 

（514,700株） 
17.97％ 第１位 

（注）１．ディーシーエム・フォー・エルピー（DCM IV, L.P.）が所有する当社株式数475,918

株のほか、ディーシーエム・アフリエイツ・ファンド・フォー・エルピー（DCM AFFILIATES 

FUND IV, L.P.）が所有する当社株式数12,102株をそれぞれ全日本空輸株式会社に譲

渡しております。 

２．総株主の議決権の数に対する割合は、平成24年９月30日現在の議決権数28,644個を

基準に計算し、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

 

５．今後の見通し 

当社は、全日本空輸株式会社より当該株式取得理由を、現在のコードシェアを中心としたビジネス

上の提携関係を維持・強化していくことが目的であり、今後の当社への経営関与を目的としたもので

はないとの報告を受けております。そのため当社経営の独立性は今後も保たれる見通しであり、当該

異動が当社の平成25年３月期の業績並びに当社のハイブリッド・エアラインの確立・進化という事業

戦略の推進に影響を及ぼすことは無いものと考えております。 

 

以上 


